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1 財政計画の策定

O本計画は、合併に伴う普通地方交付税の合併算定替が平成 31年度で終了することを踏まえ、

終了後の平成 36年度までの 10年の期間において、市税収入を始めとする歳入の予測及び歳出

の見通:し を長期的視点から検討し、限られた財源の効率的な運用を図り、もって健全な財政運

営を行うための指針とします。

○計画の期間

平成 27年度から平成 36年度

O毎年度の財政運営                        ●

本計画の実行性は、毎年度、中期 (概ね 3年間)の財政見通しを策定し、計画に沿つた財政

運営を図ることとする。
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2 将来推計の前提条件

歳

入

地   方   税
平成 26年度税制改正を基本に、人口推計 (H27:122,313人→H36:117,203人 )及び国の経済成長見通 し (名 目GDP
成長率 3%)を参考に過去の実績等を勘案して推計  (人口推計は国立社会保障・人口問題研究所試算による)

譲 与 税 ・

各 種 交 付 金 等

地方消費税交付金は消費税率引上げを反映、これに伴い自動車取得税交付金は平成 28年度以降皆減、その他の交付金

等は平成 26年度予算額を基に推計                t

地 方 交 付 税
普通交付税は、合併算定替の縮減を反映 して推計 (H27i▲ 10%、 H28:▲ 30%、 H29:▲50%、 H30:▲ 70%、 H31:▲ 90%)

特別交付税は、過去の決算額の推移を基本に制度改正を反映して推計 (特交割合 H27:6%、 H28:5%、 H29:4%)

県 支 出 金 現行の国県の補助制度を基本に、過去の実績等を勘案して推計

繰   入   金 特定目的基金は普通建設事業に係る繰入れを見込んで推計

地   方   債 現行の地方債制度により、普通建設事業に係る地方債を見込んで推計

そ   の   他 分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、諸収入等については、過去の実績等を勘案して推計

歳

出

人   件   費 長浜市定員適正化計画 (改訂)に基づいて推計

物   件   費 消費税率引上げ、国の経済成長見通 し (消費者物価上昇率 2%)を勘案して推計

維 持 補 修 費 公共施設マネジメントの取組みによる計画的な補修経費を毎年 1億円と見込んで推計

扶   助   費 近年の推移 (毎年度約 1%の伸び)及び社会保障と税の一体改革の影響分を見込んで推計

補 助 費 等 近年の推移を勘案して推計 (H26予算で固定)

普 通 建 設 事 業 費 通常の事業費をベースに、各部局が提供した公共施設整備見通しにおける概算事業費を加えて推計

公   債   費
平成 25年度までの借入に対する償還額と、平成 26年度以降の市債発行見込額に係る償還額を試算して推計

(新規借入レー ト:10%)

繰   出  金 特別会計の事業計画及び事業量の推移を勘案して推計

そ   の  他 積立金、投資及び出資金、貸付金については、過去の実績等を勘案して推計
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3 財政収支見通 し

年 度 平成26年度
(見込)

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度

17.121 17.112 17.090 17.047 17010 16979地方税

地方譲与税 431 431

171177

431 431

17 6

431

9

431

17 027
431 431

16 995
431 431

16 937

各種交付金等 1526 1852 1880 1880
431

1880 1880 1880 1880 1880 1880
17548 16683

1 771

15237 13897 12879 11860 11358 11.370 11,382 11,393 11,425地方交付税

分担金及び負担金 419 419 419 419 419 419 419 419 419 419
使用料及び手数料 797 797 797

419
797 797797

10,941

797
10.164

797

10、 708 10.541

797

10053 9762 9605 9156
797
8983 9044

797

9065国県支出金

財産収入 384 229 229 229 229 229 229 229 229 229 229
寄附金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

330 120 120 120 120繰入金

繰越金 2173
796 185

0 0

458
0 0

713 120

0 0 0 0 0

120

0

諸収入 954 954 954 954 954 954 954 954 954 954 954

歳

入

地方債 5,545 4、 702 4、988 4.204 4.909 3240 3515 2519 2358 2358 2324

8

59 635

7 561

44 548

7 467

04

7 10

581

7 612
7463 7.534 7,757 7、912 8.070 8、232 8.396 8.564 8736 8910 9088

歳

出

人件費

維持補修費

物件費

普通建設事業費

公債費

積立金

出

投資・出資金

232 332 332 332 332 332 332 332 332 332 332
10.207 10.567 10.823 10967 11084 11203 11322 11444 11566 11690 11 815

6325 6325 6325 6375 6375 6375 6375 6375 6375 6375 6,375

10645 6613 7543 6483 7155 4237 4567 2517 1.993 1.964 1.822

7286 4747 5769 4616 4512 4,455 4.541 4.550 4.544 4.513 4.381

2304 2.629 101 101 101 101 101 101 101 101 101

899 805 805 805 805 805 805 805 805 805

5、 963 5847 5830 5923 5972 6021 6068
805
6202 6256 6352 6447

50 ▲ 194 ▲ 424 ▲ 1 21 ▲ 2 0 ▲ 3 41 ▲ 3 566

5 534

101

754

▲ ▲

48 552

▲

48 778歳出合計額

歳入歳出差引額

地方債残高 50000 50424 50,096 50,123 50,948 50174 49,575 47,959 46,165 44,384 421664
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4 財政計画

財政目標

O普通交付税の合併算定替の見直 しによる影響を適切に反映し、合併算定替終了後 5年間にお
いて、単年度の財政収支の黒字化を目指 します。

O本計画における歳入・歳出の算定にあたっては、基本構想を推進する行財政基盤を強化する
観点から、無駄の排除や事務事業の見直 しにより、市民ニーズに的確に対応する財源を生み

出すこととし、職員人件費の削減や公共施設の再編に向けた取組みにより歳出規模を削減す

るとともに、市税等の債権回収対策の強化、国・県補助等積極的な活用により、安定的財源

を確保 します。

O本計画による財政健全化指標は、市民一人当たり市債残高を県内都市平均 (374千円 B平成
24年度)以下に縮減することにより、改善 E維持 します志

O本計画は、『未来の長浜市民に、よりよきものを受け継ぐ』ことを基本に、普通建設事業費
の規模の適正化と地方債残高の縮小を図ります。
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(1)人件費の抑制
・定員適正化計画に基づき職員数の合理化を進めるとともに、人件費総額の削減につながる方策の検討を

進める。 (平成 26年度比 △5億 9千万円)

(2)物件費の抑制
=公共施設マネジメントの取組みによる公共施設の再編 =長寿命化と行政改革大綱に基づく諸施策を確実

に実行し、経費を抑制する。

・新たな公共の担い手の活用を飛躍的に推進し、行政の直接コス トを抑制する。

(△5億 9千万円)

(3)普通建設事業費の適正化
=投資的経費にあつては、規模と経費の適正化を図ることにより、毎年度の普通建設事業費を抑制する。

=本市における政策課題の解決に資する事業を厳選し、普通建設事業費の年度間の平準化を図る。

ただし、合併特例債を活用できる事業は計画前半に着手する。
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(4)地方債の繰上償還
=将来世代の負担を軽減するため、地方債残高を増やさないこととし、計画的な線上償還の実施により、

公債費負担の軽減と地方債残高の縮小を図る。

(5)維持補修費と解体費の確保
・施設の長寿命化に係る経費は、毎年度安定的に確保する。

・施設の解体に係る経費を確保する。

(10年間事業費 +10億円)

(6)基金の活用
・大規模な災害や不測の事態の財政需要に備えるため、財政調整基金の取崩しは行わない。

・普通交付税の合併特例措置終了後における公債費の償還に支障が生じないよう、減債基金を活用する。

・特定目的基金は計画的な取崩しを行う。
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(7)歳入・歳出の計画

年 度 平成26年度
(見込)

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度

地方税 17121 17177 17112 17090 17069 17047 17027 17010 16995 16979 16937
431 431地方譲与税 431 431 431 431 431 431 431 431 431

各種交付金等 1526 1772 1852 1880 1.880 1880 1,880 1、880 1,880 1,880 1.880

地方交付税 17548 16756 15383 13957 13189 12902 12884 12896 12908 12919 12951
分担金及び負担金 419 419 419 419 419 419 419 419 419 419 419

使用料及び手数料 797 797 797 797 797 797 797 797 797 797 797
国県支出金 10941 9064 9541 9689 9393 9321 9.356 9,301 9.209 9.286 9,329

財産収入 384 229 229 229 229 229 229 229 229 229 229
寄附金 0 5 5 5 5 5 5 5 5 55

1,796 212 212 212 212 212 212 212 912 212 212繰入金

繰越金 2173 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

諸収入 954 954 954 954 954 954 954 954 954 954 954

歳

入

地方債 5545 3792 3961 3837 4548 3146 2967 2770 2641 2641 2614
59 5

0

5 08

3

5 96

7 966

49

7 0 7 8

49 126 47 43

7 778

47 161

7 769

9044

7 561

80

67

46

7

46 752

7 10 127

46 758

7714 7818 7925 8034 8145 8258 8374 84927.463 7.510 7,611

332 332232 332 332 332 332 332 332 332 332

10207 10567 10823 10967 11084 11203 11322 11444 11566 11.690 11,815

6325 6325 6325 6375 6375 6375 6375 6375 6375 6375 6375
3338 3320 2913 2582 2582 251810.645 6.016 4,858 4.581 5,037

7286 5247 6195 4.965 4.294 4.003 3,879 3,711 3.524 3.329 3.051

101 101 101 101 101 101 101 101

出資金、貸付金

歳

費
出

金

普通

投 資

公債

積立

人件費

維持補修費

補助費等

扶助費

2,304

899
846
805

101

805 805 805 805 805 805 805 805 805
5973 6022 6071 6118 6252 6306 6402 64975,963 5,897 5,880

0 0

47 6 47 47 98歳出合計額

不 足

59 534

101 ▲ 123 ▲ 59

47 639

地方債残高 50,000 491015 47,160 46,320 46,784 46,123 45,370 44.554 43,763 43,135 42,731
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◎解説

○普通交付税の合併算定替は、基準財政需要額の算定の見直しにより、縮減幅が緩和されるものと見込んで

います。
■見直しのイメージ

現 行 見直し後

合併

算定書

一本

算定

討構

合併後の市四I Tlの換を

踏まえた一本算定による増

特例期間 段階的倍工期間

一本算定

見直し後の領

>
一本

算定

特例期間 段階的旧H期間

○最終的な収支不足に対しては、これまで普通交付税の合併算定替の縮減に備えて積立てを行つてきた減

債基金を充当することにより、収支の均衡を図ります。

⇒ 10年間の収支不足総額 :約 51億円 ←減債基金の取り崩しで対応

○地方債残高は、普通建設事業の実施によリー時増加する見通しでしたが、普通建設事業費の規模の適正

化 (2割縮減)を図るとともに、平成 27年度、28年度、29年度の 3年間で 15億円の線上償還によつて

これを縮小しています。

⇒ 平成 36年度末残高 :約 427億円 (平成 26年度末比 △73億円)

合併算定替
による増
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ヽ
,

億 円 ①財政規模の見通し

600

580

560

540

520

500

480

479 481
476

473 475      476
460

461

452
440

420
H26     H27     H28     H29     H30     H31     H32     H33     H34     H35     H86

5

― 計画見直し後

― 現計画

516

499 497496

○普通交付税の合併算定替の見直しの影響の反映や、今後の社会経済情勢の変化を想定し、今後の財政規模を見込んでいま

す。平成 36年度の予算規模は約 476億円となる見込みです。
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)

億円 ②主な歳出の推移
400,0

350,0

300.0

250.0

200.0

150,0

100,0

50.0

0,0

H23    H24    H25    H26    H27    H28    H29    H30    H31    H32    H33    H34    H35    H36

“

 
―
 H

■普通建設事業費

■扶助費

■公債費

■人件費

■

○普通建設事業費は、公共施設整備見通しによると今後減少すると見込まれますが、扶助費は、社会保障費・税一体改革による

社会保障関係経費の伸びが見込まれます。

O人件費は定員適正化計画に基づき推計すると、減少が見込まれます。
○公債費は繰上償還 (H27～29)イこより、後年度の負担を軽減しています。
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)

千人 ③人口の推移

130

128

126

124

122      122
122

122
121

120
120

120

118
118

118

116

114

H26     H27     H28     H29     H30     H31     H32     H33     H34     H35     H36

― 現計画

― 推計人口

○国立社会保障 。人由問題研究所試算による人口推計です。

○平成 26年 4月 1日 の人口は 122,310人 ですが、今後徐々に減少し、平成 36年度には 117,203人 (△ 5,107人)と 見込まれ
ます。
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④人口構成

■65歳以上

■15歳から64歳

■0歳から14歳

H26     H27     H28     H29     H30     H31     H32     H33     H34     H35     H36

イ li%, 1   1+
, II 141

○現在の年齢構成で人口が推移すると、少子・高齢化が進むと予想され、65歳以上の構成割合は大きくなり、15歳から64歳 (生

産年齢)及び 0歳から 14歳の割合は小さくなると見込まれます。
|

|
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億円
⑤普通建設事業費の推移

70.0

60,2

60.0

48.6
50.4

50.0

40.0
33. 33.2

29。 1

30.0

20.0

10.0

0,0

H27      H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

■特定分

■通常分

○通常の事業費に各部局の公共施設整備見通しにおける概算事業費を加えた事業費です。

○計画では、毎年度の規模と経費の適正化と、年度間の平準化を図つています。

○合併特例債を活用できる事業は、計画前半に着手することを想定しています。

○平成 27年度→平成 36年度 △35億円
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⑥地方債残高の推移
億円

520

500

480

460

440

420

400

380

H26      H27      H28      H29      H30      H31      H32      H33      H34      H35      H36

○普通建設事業の規模の縮小や、平成 27年度から平成 29年度の 3年間 (15億円)で繰上償還を実施することにより、地方
債残高は減少する見込みです。  平成 26年度→平成 36年度 △73億円
○平成 24年度末の市民一人当たりの市債残高は 424千円ですが、平成 36年度末には 364千円となり、日標とする平成 24年
度末の県内都市平均 (374千円)を下回る見込みです。
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